
 

貸 借 対 照 表 
 
 

 

 
エッジテクノロジー株式会社 

2026年３月31日現在 
                                        （単位：千円） 

 

資 産 の 部 

科    目 金   額 

流 動 資 産 1,234,583 

現 金 及 び 預 金 837,545 

売 掛 金 及 び 契 約 資 産 385,671 

貯 蔵 品 104 

前 払 費 用 10,025 

そ の 他 1,236 

固 定 資 産 39,017 

有 形 固 定 資 産 2,923 

建 物 3,804 

減 価 償 却 累 計 額 △3,172 

建 物 （ 純 額 ） 632 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 16,054 

減 価 償 却 累 計 額 △13,763 

工具、器具及び備品（純額） 2,290 

投 資 そ の 他 の 資 産 36,094 

長 期 前 払 費 用 142 

繰 延 税 金 資 産 8,706 

そ の 他 27,246 

  

  

  

資 産 合 計 1,273,601 
 

 
 

負 債 の 部 

科    目 金   額 

流 動 負 債 451,778 

買 掛 金 205,438 

未 払 金 25,870 

未 払 費 用 46,931 

未 払 法 人 税 等 67,514 

未 払 消 費 税 等 50,473 

前 受 金 8,738 

預 り 金 11,771 

そ の 他 35,039 

固 定 負 債 5,066 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 5,066 

負 債 合 計 456,844 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 816,756 

資 本 金 98,403 

資 本 剰 余 金 90,633 

資 本 準 備 金 90,633 

利 益 剰 余 金 627,720 

そ の 他 利 益 剰 余 金 627,720 

繰 越 利 益 剰 余 金 627,720 

純 資 産 合 計 816,756 

負 債 純 資 産 合 計 1,273,601 
 

 
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
  



 

個 別 注 記 表 
 
 

 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（1）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。なお、建物については、定額法を採用しております。主な耐用年数

は次のとおりであります。 

建物 ２年 

工具、器具及び備品 ４～８年 

工具、器具及び備品のうち、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、一括償却資産

として３年間で均等償却しております。 

 

② 長期前払費用 

均等償却によっております。 

 

（2）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

② 役員退職慰労引当金 

役員の退職金の支払に充てるため、内規に基づく期末現在の要支給額を計上しております。 

 

（3）収益及び費用の計上基準 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しており、約

束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見

込まれる金額で収益を認識することとしております。当社は、AIアルゴリズム事業を営んでおり、

AIソリューションサービス、AI教育サービス、AIプロダクトサービスを提供しております。 
 
 

AIソリューションサービス 

主に、AIアルゴリズムを顧客の業務・システムに実装するソリューションサービスを提供してお

り、準委任契約に基づくサービスの提供が履行義務となります。当該履行義務は、契約期間に渡っ

てサービスを提供することで充足し、提供したサービスの時間に応じた収益を計上しております。

なお、対価については、履行義務の充足時点から主に１ヶ月以内に受領しています。 

 

AI教育サービス 

主に、AI技術専門の教育講座を個人・法人向けに展開するサービスを提供しております。契約に

基づく講座の提供が履行義務であり、講義の実施に応じた収益を計上しております。なお、対価に

ついては、検収完了から主に１ヶ月以内に受領しています。 

 

AIプロダクトサービス 

AIアルゴリズムを実装したプロダクトを販売するサービスを提供しており、当該サービスの提供

が履行義務となります。契約期間を履行義務の充足期間として、履行義務を充足するにつれて一定

の期間に渡り均等に収益を認識しております。なお、対価については、履行義務の充足時点から概

ね１ヶ月以内に受領しています。 

 
  



 

2. 株主資本等変動計算書に関する注記 
（1）当事業年度末の発行済株式の種類及び数 

普通株式 10,782,740 株 

 

（2）当事業年度末の自己株式の種類及び数 

該当事項はありません。 

 

（3）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

（4）当事業年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式

の種類及び数 

該当事項はありません。 
 
 

3. その他の注記 
該当事項はありません。 

 


